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　本研究プロジェクトは，昭和60年度より3ケ年計画で

すすめられ，62年度で一応の終了をみた。既にその1と

して，児童の養護施設入所時点に焦点をあてた調査結果

の概略を，研究所所要第23集に中間的な報告をした。

　今回は，まとめとしてA表；調査実施一覧に示すよう

な調査の結果にもとずき，養護二一ズの予測の指標化に

むけて鋭意努力を重ねた。しかしその1の末尾に述べた

ように，養護二一ズを包括的に説明しようとする根拠が

見出し難い点，また総合的指標とでもいうべきものを選

定することは難易であること等，共通基準をいかなると

ころに設定するのかは恒久的課題とでもいえよう。

　児童福祉法第41条に規定されている「保護者のない児

童，虐待されている児童，その他の環境上養護を要する

児童」とは，現時点でそのようになる過程が問題なので

ある。その過程には，共通点はあるものの個別的で千差

万別，そして多様な課題がある。

　ここでは，調査結果の逐一の報告はさけて，その養護

二一ズの予測にむけて，次の視点に焦点をしぼった報告

としたいQ

①養護二一ズの発見過程をめぐる課題

　②現養護児童の実状（実父，母の状況，とくに生活態

　度，及ぴ生活歴とその背景など）

　③発見機能をかね備えている兜童相談所と施設の闘迎

　④養護二一ズの予測にむけて，質的レ量的側面からの

　課題とそのアプローチ

　なお，調査結果の逐次分析は，別途報告書として作成

したので，それを参照してほしい。（東京都社会福祉協

議会児童部会取扱い）

巨］養謹二一ズφ発見過程をめぐる課題

　高度産業社会化の進展のもとで，児童が成長していく

第一次的基盤としての家庭のあり方が変化し，親の生活，

児童の生活各々に大きな影響を与えっつある。それは，

昭和30年代以降の少産体制の確立と出生率・・死亡率の低

下に由来する平均世帯人員の縮小と少子化（合計特殊出

生率が 1．69（昭和62年）と人ロ置き換え水準を大きく割

り込む），、またその帰結としての単独世帯，核家族世帯爾

増加とい う人ロ構造の変化は，子育て環境を大きく変容

させてきた。すなわち，共働き世帯の増加による母親の

雇用労働力化プ離婚率の上昇，とりわけ有子離婚の増加

≧，そこに起因するひζり親世帯の増加，高齢社会にお

いて，要介護老人が逓増する中での老規扶養機能の弱体

化など，家族のおかれた社会経済環境は大きく変動した

Φである。このような社会環境を踏まえた上で，核家族

化，少子化，共働き世帯の増加， ひとり親世帯の増加な

どが家族の生活に与えた影響について，養護二一ズの発

生とその過程について検討する。

　1）家庭生活と養護出一ズ

　第一に，共働き世帯の増加からくる要保育児童の問題

について考察したい。表1は，近年の東京都における保

育所入所児童数ならびに乳児（0歳児）の入所状況であ

る。これをみると，保育所に措置された児童は，昭和58

年をピークに減少してい るにもかかわらず，乳児保育の

二一ズは依然として高く，年度により多少の変動があり

ながらもおおよそ2300人前後を推移している。しかもこ

の数字以外にも無認可保育所やベビーホテルに多数の児

童が預けられているわけであるから，保育に欠ける児童

は，決して少なくはないと思われる。その一つの証左と

して，保育所保母・児童館児童厚生員調査結果によると，
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A表調査実施一覧

目 的

調査嬢項

調査対象

対象施設
（地　　区）

調践票の
構　　　成

鯛査方法

調査配布
期　　　問

調査票回収

期　　問

回収状況

施 設 調 査

養護系施設（乳児院・養護施設・養育家庭）入所（委託）児亜の
爽態及びその家族的背景を明かにし，社会的養護システムを検討

するための素材，今後に向けての餐護二一ズの予測に資すること

。入所児童の描置時における状況全般

・入所児童の現状全般

・借罎時点における児壷の家族生活一般

・入所児亜の実父母の状況

・入所児壷出生時の突父母の状態及び結婚生活状況

出生時における教冑状況
・入所児童と親との関係（現時点における）

曜和51年10月1日現在．乳児院・養護施設・養宵家庭に措置（委
託）されている児童◇但し，同一施設内における．きょうだいケー

スについては，笙長児1名とする。

束京都の全民問施設（養謹施設については，酪外施設及び足立区

立腱全の家を含む）

1極額

質問紙記入法

隅査説明会にて配布，回収は郵送法による。

昭和引年10月～11月

昭和6L年U月～昭和62矩5月

民生・児童委員調査

意織調査的調査（1） 要餐護児童個別調査（旺）

保育所保母・児漸館児賦駆生員調査

施　設　鋼　査
坦当クラス（グルーブ）児滋に

関する調査

東京都内全域及び養護串の高い4地域を選定，その地城内に潜窃している養護二一ズの明確化を意図して，要養護ケースに焦点

をあて，その数的な動向を含めて実態を明かにし，今後の養嚢二一ズを予測しうる基礎的資料とすること

・餐護ケースの有無

・地域の特徴
・社会緬祉関係機関へ来所をi

すすめたケース

・児童に関する面祉的資源

・囎所，学蘇育の利用捉
況

・学校・学校教師との連絡

・親のしつけ1ζ対する意見

・養護施設等に対する意見
。地域におげる子どもの問題i

・家族構成

・経済的状況

・住居形態

・父親，母製の状況全般（駿

業。健康択況・しつけ9心
身の状態・行動上の問題・

生活態度）

・近隣との関係

・悶題を有する子どもの年齢

・悶題の内容

各地区民児協から任意のi単位民児協（新宿区のみ2単位民
児協）を任意に選定し，その単位民児協に所属する民生児童

委員（児壷部会会員〉全員を対象とする。

調査実施地区の選定は，各地区民児協に一任

全体的な民佐児飛委員に対する意識調査（亙）と，現在取り

扱っている養護ケースに関する調査（H）の2種類の燗査票

各嘩位民児協を逝じて配窟，

一括返送

回収は各民児協にて取りまとめ

昭秘62年民月一2月

昭和62年3月～5月

・設距主体

・利用児轍数

・地域の特徴

・人口流動状況

・民生児亜委員との関係
・ペビーホテル，無認可保育所i

　について

ひ児童の家庭状況（家族形態。

餐育．態度・心身の問題伏況・

生活上の間題・就労状況）

・要養護ケースの脊無と内容

・社会福祉腿係機関への来所を

すすめたケース

・保育・養育に欠ける理血

・夜閉保育，延長保育の希鰍

。子どもの指導（保膏〉上の困

難点

・地域・家庭への働きかけ

・要猫護児の見通し

児壷椙談所の管鰭地域，養護相談受理件数の高い地域に留意して

区部3地区（新宿・江束・品川）・市部1地区（武蔵村山）を選
定。同地区に所在する保育所。児童館（学童保育クラブを含む）

を対象とする。

地域内全施設（公立施設を含む）

施設に関する調壷（施設単位で回答）と．各旭当クラス児壷（グ

ループ）に関する劉査票（担当毎に回答〉の2穏類

湘の主管諜をへて配布，

返送

回収は区市主管課にて取りまとめ，一括

曜夜152fE…7月

昭和162窺三8月～9月

促 町 所 児 貨　館　　　　　　？咳ク，プ ”

帳灯所敏回暇故 撃，ス遵1児轍勲撃ウス諺少ブ霞購 田　　5
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これらの施設が存在する場合，その地区内においては，

江東では85％，品川では62％の高率をもって，よく利用

されていると回答している免もちろん，これをもって全

都的に二一ズがあるとはいえないが，これらの施設の社

会的二一ズ存在の証明として考えることは可能である。

　第二に，育児不安，育児ノイローゼ等に代表される

母親の不安・孤立の問題である。特に，初めて子ども

を持ち，育児の貴任を負わされた母親の悩みは深刻で

あると思われる。総理府の「家族・家庭に関する世論調

査」によると，乳幼児をもつ母親の46．8％が何らかの悩

み・不安を持っており，そΦ内容としては，母親の4人

に1人は，「子どものしっけや教育などに自信がない」と

回答している。一方同じ回答をした父親は僅か5．6％で

あることから（同報告書8ぺ一ジ），母親参一方的に養育

を背負わされている姿が伺えるが，夫婦とも雇用者とい

表1　東京都における保育所入所児童数の推移

年度 保育所入所児童数 乳児（0才児）数
55

154，730 3，389
56

154，536 1，837
57

155，266 2，1．38

58
156，工44 2，088

59
154，748 2，358

60
153，200 3，289

61
151，607 2，402

62
149，695 2，500

（注）各年度10月末現在

う共働きタイプの塔加という就業形態の変化1弓もカ）かわ

らず，夫婦像としては，今日でも夫唱婦随型が主流を占

め，家事・育児はもっばら母親の手に委おられていると

いう母親の苦悩・孤立が強まっているQ

　第三に，少子化から派生する親子関係の問題，とりわ

け過保護，溺愛，過干渉，虐待といった母親の養育態度

が懸念される。この点については，保育所保母 。児童館

児童厚生員調査の中にも見られる。こめ調査では，担当

児童の親の子どもに対する態度を問うたものであるが，

それによると，保育所1学童クラブともに放任的，溺愛

的，渾干渉的な親のいる率が高いことがわかった。この

ような親の子に対する態度が，児童を情緒的に不安定な

状態に追込み，r 校拒否，＝家庭内暴力やいじめ問題，あ

るいは非行といった様々な非社会的，反社会的問題行動

との結び付きにおいて，その関連性が危惧されると ごろ

であるが，児童の自立を阻書する一大要因であることは

確かである。

　最後に，ひとり親世帯の児童についズ考察したい。一

般にひとり親世帯特有の問題点として，就労と育児の両

立の困難性，児童の人格形成上における性役割モデルの

不在（母子家庭では女性モデル，父子家庭では男性モデ

ルしかしめすことがでぎない問題）の二点について論じ

られている・この二問題の克服のみでも大きな課題とな

るわけであるが，ひとり親世帯の場合，母子。父子を問

わず， 1経済問題が大きくのしかかっている。表2からも

明かなように，「経済的なことで困った」という回答が母

r子世帯では7割近ぐも見られること，また特に2人に1

人の母親は，「経済的なことが最も困ったjと答えている

表2一1 ＜参考表＞単親世帯になった当時困ったこと一単親世帯になった理由，当時の年齢階級別（複数回答）
当時爾年齢階級別（複数回答）

総数 経こ

的なと

仕事のこと 子供の世話 家事のこと

住居

のこ

と

その他

困はつな

かこ　つとた

不明

母子世帯 10α0　6＆9　　35，3　　51，0　　2犠4　　2生7　　α4 　1a8　　0．6
00，0　66，0　　330　　45．4　　2生2 17：・0　　918　　エ4．9　　LO

100・0　　　　72．6　　　　　36．9　　　　　52，7　　　　　29㌧1　　　　　2812　　　　　　4．6　 　　　11，2　　　　　　（L2

死　　別

生　　　別

20歳代 10α0　6生7　39．5 　62，2　25．2　2315　　ε9　1α1　　0．8
00・0　67．9　　3α1　　57．7　　3α4　　2414　　生5　　12，5　　α3

0α0　74，エ　　31．2　　3α0　　2a9　　25，3　　1α6　　15，3　　エ．2

30歳 代

40歳代
父子世帯 100．0　1a4　29．3　6秩3　72，0　　4．9　　生o 　13．8　　α4

00．0　　 、工5．6　　　　　21．9　　　　　6豆8　　　　　83．3　　　　　　2．1　　　　　　4，2　．　　　　9．4　　　　　　　－

0砿0　17，1　　3生9　　6甑0　　636　　乳0　　39　　1 η　　　0，8

死　　　別

生　　別
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表2－2　＜参考表＞単親世帯になった当時，最も困ったこと

総数 経こ

的なと

仕事のこと 子供の世話 家事のこと 住居のこと

．そ

他

困はつな

かこ　つとた

不明

母子世帯 100．0 52，9　　犠0　　1a6　　0．8　　5．3　　37　　12・8　　5・0

父子世帯 100．0 7，6　　7．1　36．0　　2臥3　　α4　　L3　　13，8　　8・4

表3　養護施設入所児童の推移

　　　　　年度項目 55 56 57 58 59 60 61 62

全国　・
定　　　員 34，914 35，112 35，067 35，033 34，924 35，044 34，877

在　籍　数 30，787 30，921 31，315 31，566 31，575 30，717 30，211

定員充足率 88．2協 88．1協 89．3囲 80．1協 90．4囲 87，7幽 86．6幽

東・

尽　’

定　　　員 3，637 3，608 3，583 3，579 3，555 3，523 3，506 3，486

在　籍　数

員充足率

3，202

8，0協

3，232

9．6幽

3，196

9．2協

3，179

8．8囲

3，192

9．8幽

3，135

9．0協

3，087

8．0幽

2，958

4．9協

（注）年度は何れも10月の時点

ことからもわかるように，経済的困窮の深刻さが憂慮され

るのである。一方父子世帯においては，「家事のこと」と

r子どもの世謡」に対する悩みが顕著であるが，そうした

状況にもかかわらず，「子どもの世話jについても「家事

のこと」についても，自分で何とかするしか方法がない

（45～48％）というのが父子家庭の姿なのである（「東京

の子供と家庭」昭和59年度東京都社会福祉基礎調査報告

書　38－39ぺ一ジ）。この点は，大都市東京における家族

問題の特質の一つとして指摘されうる。すなわち，血縁

関係及び地域関係の希薄化等によって，家庭における諸

問題は，大都市ほど潜在化しやすいということである。

　2）養護二一ズ発見にむけての課題

　ここ数年，全国的にも，また東京においても養護施設

への入所児童は減少している（表3）。この現象は，一般

的には児董人口の減少によるものとされている。しかし，

養育能力の貧困化，養護能力を欠く親の出現，家族機能

の希薄化などの現代的現象の増加との関連，あるいは地

域の中には多くの養護二一ズが潜在化している可能性を

有することなどから，要養護問題が量的減少をたどると

の結論を導き出すことには疑義が生じる。従って，地域

内に潜在している養護二一ズを何らかの形で把握するこ

と，っまり養護二一ズ発見のあり方が，要養護問題の量

的動向と大きな関連があると思量される。そこで本項で

は，要養護二一ズ把握への一助として，養護二一ズ発見

のための課題について検討する。もちろんこのことが，

地域における児童の健全育成に資するものであることは，

言うまでもないことである。

　①民生・児童委員に期待される機能

　地域内の要養護二一ズを最も知りやすい立場にあるも

のの一つとして考えられるのが，民生・児童委員である。

これは，その職務内容として，児童福祉法第12条の2項

において，r児童委員は，児童及び妊産婦にっき，常にそ

の生活及び畷境の状態をつまびらかにし，その保護，保

健その他福祉に関し，援助及び指導するとともに，児童

福祉司または社会福祉主事の行う職務に協力するものと

する」と規定されていることからも明らかである。前述

したような児童を取り巻く社会環境の中で，養護問題も

ますます複雑・多様化の様相を呈している昨今・児童相

談所の窓口に足を運ぶまでにはいたらなくとも，地域の

中で，家庭における養育機能に支障をきたしている家庭，

すなわち要養護家庭，あるいはその予備軍となりうる家

庭は，決して少なくないと思われるのである。このよ

うな前提に基づき，本研究においては，民生・児童委

員と，保育所保母，児童館児童厚生員に対する調査を

実施した。以下にその調査結果から，地域に潜在化する

要養護二一ズの発見に向けて，民生・児童委員，保育所

保母，児童館児童厚生員に求められる機能について考察

する。
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　民生・児童委員の現在扱っている箏例の中で養護ケ「

ス（子どもが普通に育てられていない状態，あるいは，

何かのきっかけですぐ崩壊に結び付く可能性のある家庭

の子ども〉を扱っているものは1333人中137人1（102

％），ケース数にして179ケース（13．4％）であった。

このことから，いわゆる施設入所等に至る前の段階で家

庭の養育機能に問題が見られるもの・言い換えるならば

地域の中には要養護ケース と見られるものが約10％存在

しているということを示している。これらの家庭の状況

は，経済的には生活保護受給率の高さ（生活保護受給中

33，0％）にも見られるように貧困であり（「東京の子ど

とと家庭」昭和59年度東京都社会福祉基礎調査報告書に

よると，調査対象世帯（319σ〉のうち，生活保護を受給

している世帯はα6％である。同報告書62ぺ一ジ）1就業

状態を見ても転々として定まらないもの（父親の7．2％）

や，父親の無職（9．3％）をはじめ，単純労働（父親の

15．5％）など不安定層の多いことが特徴である。更に生

活保護の受給率とも連動するが，父親の16％，母親の22

％は，健康にすぐれないこと，父母ともに約半数のもの

が心身の上で何等かの問題を具有していること（父親で

はアルコール・薬物中毒，母親は精神発達の遅れ・精神

的病気であるものが多い），また親の態度の上でも，無気

力・怠情なものが多いことなどが明らかとなった。そし

てこれらの結果として，近隣との関係も極めて希薄であ

り　（交流なし65．3％），ますます孤立的な状況に追い込

まれていく姿がそこに伺えるbこのように様々な問題を

具有しながらも不安定状態の中で暮らしている実情は，

施設入所という危機的事態とまではならずとも，家庭及

び児童の健全な発逮からは，程遠いものであると言わね

ばならない。問題の継続・長期化と，そこからくる児童

に対する影響度の高まり，広まりが憂慮されるところで

あるが，こう した要養護家庭に対する地域における発見・

援助体制の確立が，危急の課題である。

　さて，先に引用した児童福祉法第12条を取り出すまで

もなく，地域において，要養護家庭の存在を最も身近に，

かつ的確に把握することを求められているのが，児童委

員である。従前は，どちらかと言えば民生委員活動にや

や力点が置かれていたようである（例えば，東京都にお

ける昭和61年度の活動状況を見るならば，老人福祉に関

するこ．とが53．6％であるのに対して，児童福祉3．1％

母子福祉24％と報告されている一「東京都民生・児童

委員活動実績とその箏例　第4集（昭和62年）」）。しかし，

今日の児童を取り巻く諸問題の複雑・多様化により，児

童の生存権をもゆさぶる現象が散見される現在，要養護

児童の把握をより早く・そして確かなものとするために

は， 児童委員としての活動強化が至上の課題であり，そ

れによって，要養護家庭の養育機能の強化，崩壊防止の

ための一助となることが期待されるのである。、

　では，具体的にどのような活動が必要とされるか。ま

・ず第一に，要養護家庭と関係機関との連携を図るこ とが

望まれる。民生・児童委員が㊥ひとなり，・要餐護家庭と地域住

民，ボランティア，関係機関（とりわけ児童相談所）と

のネットワーク形成が求められる。そこでは，要養護家

庭の個別二一ズに合致した継続的な支援体制作りの推進

と共に， 関係機関との連絡調整の強化，及びフォーマル，

インフォーマルなサーゼスのマっ一つを線につなげ，面

としてのサポート体制を形成，かつ育成することが要請

されている。

　第二に，要養護家庭の早期発見のためのシステム作り

である。要養護家庭が児壷相談所の扉を叩く時は重問題

が相当深化しでしまってからであると言われ，修復に困

難を来す場合も少なくない。こうした事態を未然に防止

するため，、常に地域の養護二一ズを日常的に把握するこ

と，そして要養護家庭の二一ズ等について必要に応じ，

関係機関等に連絡する地域におけるパイプ役的機能を担

うことが重要となる。このように，地域における児童福

祉の向上のためには，これまで以上に民生・ 児童委員の

あり方が大きな意味をもってくると思量されるのである。

　②　保育所保母・児童館児童厚生員に求められる機能

　民生・児童委員と並び，地域の中で潜在化している養

護二一ズを把握できる立場にあるものとして，保育所保

母・児童館児童厘生員に焦点をあて，要養護ケースと思

われる児童が，どの程度の割合で存在するかを調査した。・

その結果，保母。児童厚生員が現在担当している児童の

中で，要養護ケースと思われるものを担当している．もの

は， 保育所で11，5％，児童館13．4％，学童保育クラブ9．0

％，全体で11，4彩であり，おおよそ1割強の職員が，養

護ケースと思われるものを担当しているという學実が明

らか、になった。これらの児童の家庭的背景には，』次章で

1述べ渇施設入所児童と同じく｝離婚19・4％・ 家出・行方

、
不明16，6％1養育意志なし12．0％精神的病気11．1彩

など，養育能力の希薄化という養護問題発生の現代的状

況が映し出されている。また保育に欠ける理由として・

、母親の出産が12．8％も上げられている乙とは，都市部に

・おける核家族の孤立化の進行を裏付けるものとして考え

られる。しかしこのような家庭を担当しながらも，社会

福祉関係機関へ相談に行くように進め．たケースは，僅か

4．7％と養護ケース（11．4％）の半分以下となっている。

こうしたことから，要養護問題を有する家庭，児童の存

在を把握しながらも，その予防，回復のために，他の社
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会的機関との連携を図るなど， 具体的行動をとるまでに

は至っていないというのが実情のようである。

　こうしたことを踏まえながら，保育所保母。児童館児

童厚生員に求められる機能は何かと考えた時，第一に，

要養議家庭と社会福祉機関とを結ぶパイプ役的機能を果

たすことが求められる。特に要養護家庭の場合，社会福

祉制度や福祉資源そのものの存在を知らないこと，中

には福祉資源を利用する能力を持たない者さえも存

在しているQ福祉制度・資源へのアクセス（接近利

用性）をどのように充足していくかが大きな問題となっ

ている今日，保母・児童彫生員がこの役割をどの程度担

えるかが，養護二一ズの顕在化，すなわち発見に向けて

の重要な鍵となるのである。

　第二に，要養護家庭と日々接する中で，家族。児童の

悩みやストレスをいかにキャッチし，どのような援助に

結び付けるか，そのためには，福祉資源について熟知し

ていること，さらに高度な面接技術を習得していること等

が必要不可欠の条件となる。従って，日々変化する養護

二一ズヘの的確な対応のためには，絶え間ない自己研さ

んと研修体系の確立が必要とされているのである。

　家庭，児童の福祉の向上のために，地域の中に存在する

第一線の施設としての働きが期待される保育所・児童館

は，今後の養護二一ズを考える上で欠くことのできない

存在であり，養護児童援助システムを構築していく上で，

大きな役割を担う存在となろう。したがってその機能の

充実が求められるのである。

　圏養護児童の現状と問題点

　養護児童の施設入所に至る状況を明らかにして，養護

問題発生に関わる諸要因を分析することにより，今後の

養護二一ズを予測する際の指標を見だそうと試みた。

そこ宅乳児院・養護施設に入所している児童，及び養育

家庭に委託されている児童についての調査を実施した。

調査項目は，養護に欠ける事態がなぜ生じたのかその直

接的理由と，問題発生に至る間接的要因としての実父母

の生育歴，婚姻，本児出生時の状況，さらに親族との関

係など，養護問題発生の諸要因を総合的に把握すべく，

80項目を選定した。本調査に関する詳細な報告書はすで

に刊行されているので，ここでは，養護施設の機能及び

養護二一ズの動向を考察する上で参考となるいくつかの

項目を取り上げ，分析を試みてみよう。

　エ）家族の状況

　措置時における同居家族の構成を見ると，表4から，

父子家族（父子家族と父子＋その他の家族の合計）が全

体の40男を占め・これに子どものみの家族23，6彩，母子

家族（母子家族と母子＋その他の家族の合計）19％が続

いている。これを，厚生省「養護児童等実態調査」（昭

和58年）と比較すると，東京における父子家族と，ひと

り親家族が高率を示している。（ひとり親家族一全国：

47％東京：60％〉。

く表4＞家族構成別分布状況

家族形態 実　数 構成比

子どものみの家族

　　　家　　　族

　世　代　家　族

　　子　家

589

10
23．6

．4

．5

6．4

．6

5．6

．2

．4

．2

合　　　　　　計 2495
100．0

＜表4＞　家族構成別分布状況

　次いで父母の年齢であるが，全国と比較すると父親に

20代，母親に10代，20代の若い年齢層がやや多く，とり

わけ未成年の母親の比率（4，5彩）は，全国の2倍であ

る。このことは，実父母の結婚時の平均年齢に，より顕

著に現れている（表5）。実父の平均婚姻年齢（初婚）は

26，9歳，同様に実母のそれは23．1歳である。婚姻統計に

よれば，昭和60年における平均婚姻年齢（初婚）は，夫

282歳，妻25、5歳であることからも，養護家族の実父母

の婚姻年齢の若さは首肯され得るのである。ましてや，母

子÷その他の家族の母親の平均婚姻年齢（初婚）は19．7

歳と・未成年で結婚したものがその多数を占めるという

事実などを踏まえると，若年結婚，あるいは未婚で親と

なり児童の養育困難，養育放棄に至るものが多いという

ことを，東京における養護問題の特徴の一つとして指摘

できよう。

　婚姻年齢と関係が深いものが，婚姻形態である。内縁・

同棲や未婚の状況にあるものは，家族構成別では子ども

のみの家族，母子家族に顕著であり，およそ半数近くの

ものが正式な届出婚ではない。施設別では，乳児院・養

育家庭にその傾向が強く見られる。

　養育問題の根底には，経済的貧困が重みをもって存在
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表5　結婚時の年齢（家族構成別）

家族構成

実　　　　父 実　　　　母 年齢差（実父一実母）

初　婚i 全婚姻 初　婚1全婚姻 初 婚i全婚姻
子どものみの家族

　　　家　　　族

　子　　家　族

子＋その他の家族

　子　家　族

子＋その他の家族

父母のみの家族

　　　　　　体

27．1　　　　29．3　　　■，，■曽■臼臼■r

8．4　　　　29，5

7．3　　　　28．9

6．5　　　　27，2
　”†……

6，0　　　　28．7　　…毫・＿＿

3．2　　　　25．9　　…トー一

4．4　　　25，7

6．9　　　　28，7

24．0　　　25．3
　…1……

4．1　　　　25．2
　　’”｛……

3．0　　　　24，0　　＿｛＿＿

2．3　　　　23．3

3，5　　　　25．3

9．7　　　　22．3

1．2　　　　22．5
　…÷一…

3．1　　　　24．4

3，1　　　　　4．

〔参考〕一般（s60） 28．2　　　　29，3 25．5　　　　26．4 2．7　　　　　2．9

注、　ス『日日尤腔r　ワ・瞥山注）不明を除いて算出

すると言われるが，本調査からも同様のことが指摘でき

る。生活保護の受給状況について見ると，措置時に生活

保護を受給していたものは 19．3％と，およそ5人に1人

の割合で受給している。このことを母子家庭について見

ると，生活保護の受給がさらに著しく，現在受給中の世

帯が40％，これに受給歴のある世帯19％を加えると，母

子家族の5世帯に3世帯は生活保護との関わりを持った

ことになる。経済的困窮が，養護問題の背景には依然と

して大きく横たわっているのである。

　経済的貧困に関連するのが住居の状況である。やはり

持ち家率は低率（8．4彩）で，民間アパートが過半数を

占める。都営住宅に居住しているものは工0％，住所不定・

簡易宿泊所・社会福祉施設なども併せて10彩近く存在す

る。これらは，生活基盤そのものがいかに不安定で，脆

弱であるかを物語るものである。

　そして，就業状況についても，その多くは，単純労働，

非専門的職業である。また無職の父親が，13彩もいる。

一方母親はと言えば，就労している母親の多くは，サー

ビス業である。これらの不安定職業では，健康保険への

加入も充分ではない場合が多いことから，こうした不安

定生活の継続からくる様々な生活問題の派生が懸念され

る。その意味において，住宅政策・労働政策をはじめと

する各種関連諸施策が，総合的・体系的に行われるよう

求められていることがわかる。

　2）養護問題の実態

　①実父の要因

　養護問題発生に関わる実父，実母別要因を表6にまと

めた。実父に関わる要因では，離婚・内縁解消37．7％，

就労27・0彩・監視能力・養育意志なし19．3％，家出・行

方不明19．2％，貧困。サラ金13，2％などである。

　家族構成別に見ると，子どものみの家族では，家出・

行方不明が40彩をしめ，これに離婚35％が続く。大別すr

るならば，家出。離婚に代表される養育を放棄したとみ

される理由による入所が3／4，死亡・入院等のやむを

得ない現由による入所が1／4となる。

　父子家庭では，やはり労働と，家事・育児を両立させ

ることの困難さから・就労を理由とするものが過半数を

しめる。そして，措置要因とまではならずとも，1／3

の父親には何等かの行動上の問題を具有していることを

考えると，父子家族の危機的状況がクローズァップされ

るのである。父子福祉施策の充実，特に早期援助体制の

確立と，深刻な家庭崩壊から生ずる諸問題を，地域ネッ

トワークの中で予防し，回復する援助体制の確立が求め

られる。その一例として，東京都児童福祉審議会意見具

申「地域において児童の福祉を推進する方簑について」

（昭和63年6月28日）の中で提言されているような，通

所養護等のサービスの具体化が考えられるo

　一方，母子家族とさせた実父の要因では，離婚48，2％，

家出・行方不明32，5％など，そのほとんどが生別で，死

別は僅か6％にしか過ぎない。その他の要因では，サラ

金，アル中・酒乱の7～8％が目だち，とりわけブル中

に関しては，ほぼ半数近くの実父がアルコール問題を有

している。

核家族では，要因の多様化現象が伺えるが，養育能力

の欠如を意味する最たるものである虐待・性的虐待の10

％に現れているように，緊急性の高い問題を含有してい
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る。一般的に虐待の事実が顕在化することは少ないこと

から，相当程度深刻な状況であることが予想される。親

子関係の修復・健金化に向けての専門的なアプローチと，

児童のトラウマを癒す個別的処遇が求められる。

最後に祖父母のみの家族であるが，実父の家出・行方

不明が半数近くを示している。同居している祖父母に本

児を託し，どこかに行方をくらましたものと推察される

表6　養護問題の発生の要因（全体）

が，そうせざるを得なくなった理由の一つとして考えら

れるのが，サラ金の11，3％である。恐らく厳しい取り立

てから逃れるために，家族が分離せざるを得なかった事

態があったものと思われるが，これも都市的養護問題の

一面であると考えられる。

②実母の要因
実母の要因の上位5つを上げると，家出・行方不明

（M．A）

順位 父　側　の　要　因 彩 母　側　の　要　因 ％

① 離婚・内縁解消 37．7 家出・行方不明 32．1

② 就　労 27．0 離婚・内縁解消 29．2

③ 養育能力・養育意志なし 19．3 傷病・入院 27．3

④ 家出・行方不明 丘9．2 養育能力・養育意志なし 27．2

⑤ 貧困・サラ金 13．2 未婚出産 16．0

⑥ アルコール・薬物中毒 4．4 貧困・サラ金 9．1

⑦ 死　亡 4．3 死　亡 7．4

⑧ 拘　留 4．夏 就　労 7．3

⑨ 虐待・性的虐待 2．5 虐　待 2．6

その他 4．7 その他 7．8

特に間題なし 6．0 特に問題なし 0．1

心身の状態

① アルコール・薬物中毒 15．9 身体的病気 33．5

② 身体的病気 夏2．4 精神的病無 21．4

③ 精神的病気 5．8 精神遅滞 且1．6

④ 心身障喜 5．3 アルコール・薬物中毒 6．0

⑤ 性格異常 2．9 性格異常 3．8

⑥ その弛 2．2 その他 3．3

特に間題なし 63．8 特に問題なし 34．2

行動上の間題

① 放浪・行方不明 23．7 放浪・行方不明 49．0

② 無気力・怠惰 20．9 異性問題 27．0

③ ギヤンブル 13．0 無気力 ・怠惰 15．4

④ 浪　費 U．6 浪　費 12．7

⑤ 犯　罪 10．4 犯　罪 4．0

⑥ 異性問題 9．4 ギヤンブル 1．0

その他 3．7 その地 4．6

特に間題なし 41．9 特に問題なし 26．1

本児の問題

① 反社会的問題（無断外出・外泊・盗み，暴力など） 12．1

② 親子関係不和，家庭内暴力など 5．3

③ 精神遅滞 4．4

④ 病　黛
2．9

⑤ 登校拒否
2．夏

その他 3．7

特に問題なし 80．5

（N．A．を除く〉
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32．1％，離婚・内縁解消29，2％，身体的・精神的病気

入院27．3％，・養育意志。監視能力なし27．2、％～・未婚出産

1α0彩となってし）る。回答数の割合からも・実母の持つ

問題の複雑g多様性が伺える。

　家族構成別に見ると，、まず子どものみの家族では，全

般に実母に比べ，養育意志なし，精神的病気・入院，監．

護能力なし，未婚出産など，、 より複雑。多樺化の様相が

．著しい。そして，半数近くの児童が2歳未満であるとい

う事実から，早期の母子分離による母性的養護の欠如，

・すなわちマターナル・ ディプリベrションの観点から，

児童の人間関係形成に与える影響が憂慮さ れる6・．

　父子家庭では，実母の家出・行方不明， 離婚がその8

割弾をしめお翻 実母の身体的 ・糟神的病気・入院も少

なく ない。実母の疾病が即養育困難を来すという，現代

・家族の脆弱性が映し出されている。

　一方母子家族の実母について嶋 未婚出産37％，就労

30％，監護能力なし，養育意志なし力洛々20％，精神的

病気。入院17％，貧困，サラ金の9～10彩と要因の複雑・

多様化が目だつ。そして母子家族の母親の多くは，心身

の抹態や行動上1こ何らかQ問題を抱えている ことから，

、実母の手に、よる養育は困難であること・従って施設入所

昏の道を辿る以外に方法がないのである。なおこのこと

と関連して，、離婚時の親権者となる率は圧倒的に母親で

あること（昭和57年では，妻70．1％，夫233％一「離婚

統計」），母子福祉施策の実施等から，一般に母子家族の

養育機能の崩壊による施設入所は，相当深刻なものであ

ることが想像される。したがってより一層の母子福祉施策

の整備・拡充と，かろうじて地域で生活している母子家

族を支援するサポートシステムの確立が希求される。

　核家族の実母については，実父同様，要因が拡散して

おり，核家族内における病理現象の深さを露呈している。

　祖父母のみの家族では，やはりここでも実父の場合と

同じく，祖父母に児童を委ね身を隠してしまったケース

が多いようである。これは家出・行方不明の53％という

数字に現れているが，祖父母の高齢，体力的側面，経済

状況等から現実的には，祖父母による全面的な養育を期

待するのは不可能なようである。

　③　児童の要因
　まず，児童の属性についてふれておきたい。措置時に

　おける児童の年齢は，全体では0～1歳までが最も多く

　40％弱をしめ，次いで2～5歳が30％強と・合わせて乳

　幼児が70％という高率である。このことから，依然とし

　て乳幼児に対する養護二一ズは高いものであることを再

　確認しておく必要がある。

　措置にかかわる児童自身の問題の有無は，「特になし』

が全体の80％である。しか・し， 児童の年齢が高くなるに

つれて本児のもつ問題が多ぐなってい多く表7）。

劇鍛入所にかかわる臆磯因（M，A）％

乳児鴨
養護

設

』養育
庭　’、 計

反社会的問題行動 10．2 工6．0 3．6
1211

親子関係の不和 0，2． 6．7 3．7 詔

精 神　遅　滞 a2 5．0 3．3 4．4

病　　　　　気 2；7 、3．0 3．2 2．9

身 体　障　1害 41・ こ 0．4 b．4 1．1

登 校∵拒　 否　”　一 2．7 1．4 2．1

里　親　不 ，．調

一
0．7 1．4 0．6

．、そ　　の　　他 ｝
1．7・ 4．8 1．6

特に問題なし 92．2 77．5 82，1・ 80．5

　それは，！j、学校高学年を境1ごして児童のもつ問題が

表面化して諮り，9γ11歳では，∴無断外出。無断外泊や

盗みが20％近く，怠学や登校拒否も10彩をこえている。

さらにこれが15歳以上になると，親子関係の不和が顕著

に見られる。こうしたことから，児童の年齢が高くなる

曝ど，親子ともに襖雑多様ぢ問題を呈す番ようになるの

であり，この点にこそ，高年齢児童に対する処遇体制の

確立が求められているといえよ．か。

　次に，家族構成別に児童の問題を概観すると，核家族

の2人に1人の児童は，何かしらの間題を有している。

また，児童の情緒面においても，家庭の崩壊，家族内で

の葛藤に起因する児童の情緒不安（不安定，夜尿，孤立・

逃避など）を強めセいる。この問題について，その理由

の一つを推測するならば，核家族の父親の17％，母親の

％％は，いわゆる養・継父母であることから，本児と養・

継父母との不調がこうした結果を引き起こす一因となっ

ている。離婚の増加により，再婚家族が増加している昨

今，こうした再形成家族に対する支援方法研究が持たれ

るところである 。

　④親族との交流、

　家庭内で解決困難な藺題参発生した場合，最も頼りに

なるのは親族からの援助である。しかしながら要養護家族

の場合，親族と全く交流していないものが40％もいる。

そして，親族から何らかの援助を受けている場合でも・

その内容は，精神的援助が中心で，実質的な援助とはな

り得ていないようである。この点に，たとえ親類が困っ

ているからといっても，自分達の生活で精一杯であるた
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めに・他人のことまで援助する余裕を見いだせないとい

う都市生活の実情が現れている。

　3）実父母の生育過程上の問題

　施設入所児童の実父母の約1／4は，自らも実父母に

よる養育を受けていない。特に養育家庭，子どものみの

家族の実父母にその傾向が強いようである。親自身の生

育歴上の問題として，どのような影響を与えているのか，

今後の検討課題である。

　学歴については，従前から指摘されているように極め

て低い。父親の55％母親の60％は中学卒業以下である。

こうした鞍が，高率を示す不安定就労と関連してくるので

ある。それだけに，入所児童の学力アップは危急の課題

であり，それに向けての指導方法の確立，学校との連携

強化は，必要不可決の重点事項である。

　施設入所児童の親の施設入所経験の有無が問題とされ

ているが・今回の調査結果では，児童福祉施設に入所経

験のあるものは，実父42％，実母10．9疹であった。実

父母共に，成人施設（刑務所・婦人保護施設）を加える

と，さらに入所歴が高くなる。親子二代にわたる施設入

所を招く原因はどこに潜むのか，その解明をはかるとと

もに，日常の養護方法，処遇内容に一抹の不安が存在し

ないか，再点検が求められる。

囹　児童相談所と養護施股との関達一地域資源のネッ

　トワーク化

児童の健全育成と要保護児童への対応を目的として，児
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童福祉法第15条に基づいて設置されたのが児童相談所で

ある。児童福祉法制定後40年を経過した今日，児童を取

り巻く環境の変化等に即応した，新たな対応が児童相談

所に求められている。そこで本童では，児童槽談所の実

態にふれながら，児並相談所が担うべき今日的役割と課

題について検討する。

　工）児童相談所における相談活動の現状

　昭和52年度以降10年間の相談受理件数の推移を示した

のが，図1である。東京都の場合，昭和53年度以降漸減

傾向を示し，昭和59年度に増加に転じたものの，その後

再び漸減傾向にある。

　次に相談別受理件数の推移を見ると（図2），養護相談

は，昭和53年度までは漸減の傾向にあったが，昭和55年

度以降は増加に転じ，昭和59年度には3559件にも達した

が，昭和60年度以降は再度減少を示している。これを比

率で見ると，昭和62年度は23，5％と，全国（10．2％）に

比べると・2倍以上の比率を呈している。このことから，

東京は養護相談に代表されるような都市型の傾向が顕著

に示されているのが特徴である。

　これらの点について，表8は，児童相談所相談受理件

数を児童人口（0～17歳）で除したものである。この表

から，児童相談所で受理される児童の割合は，全国では

100人中0，8人，東京では0．5人前後であることがわかる。

同様に，養護相談に限った場合の割合は，全国では1000

人中0、8～0．9人，東京ではほぼ1000人に1人強の割合

である。東京において，受理件数がやや低いのは，各種
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表8　児童相談所相談受付比及び養護相談比（年齢別）

46年 47年 48年 49年 50年 5亘年 52年 53年 54年 55年 56年 57年 58年 59年 60年 61年

児童受付比 総　　数 0，806％ 0，785％ 0，773％ 0，797％ 0，748％ 0．740彩 0マ62％ 0，774％ 0，766％ 0，764％ 0．774男 0，786％ 0，777％ 0，777％ 0，795％ 0，832％

（総　　数） 0～1才 0．425疹 0，355％ 0．346彩 0，345％ 0，357％ 0，374％ 0，412％ 0；455％ 0，488％ 0，505％ 0，561％ 0，540％ 0，557％ 0．582彫 0，593％ 0，580％

全 2～5才 1，218％ 1，270％ 1，282％ 1．309彩 1，301％ 1，270％ 1，326％ 1．330彩 1，336％ 1，333％ 葦．312彩 1，326％ 1，325％ 1，328％ 1，328％ 1，338％

6～8才 0，924％ 0，877％ 0．817彩 0．809疹 0，715％ 0，701％ 0．7鯵％ 0，698％ 0，645％ 0．622彩 0，600％ 0，617％ 0，598％ 0，602％ 0，601％ 0，601％

国 9～U才 0，662％ 0，608％ 0，559％ 0，559％ 0，492％ 0，472％ 0，479％ 0．472彩 0，473％ 0，470％ 0，475％ 0，477％ 0，456％ 0，471％ 0，494％ 0，498％

12～14才 0．812彩 0，765％ 0，728％ 0，731％ 0，645％ 0，636％ 0．640彩 0，720％ 0，713％ 0，792％ 0，854％ O．895彫 0，888％ 0．867疹 0，887％ O．862彫

15～17才 0，372％ 0，339％ 0．348彩 0，390％ 0，343％ 0．366彩 0，374％ 0，381％ 0，388％ 0．391彩 0，415％ 0，434％ 0，445％ 0，443％ 0．472彩 0，666％

児童受付比 総　　数 0，583％ 0．576疹 0，562％ 0，564％ 0．538彫 0，572％ 0，529彩 0，547％ 0．545彩 0，5亘4％ 0，5ユ3％ 0，499％ 0，491％ 0，528％ 0，509％ 0．504彩

（総　　数） 0～1才 0．584疹 0，584％ 0，593％ 0，607％ 0，575％ 0，634％ 0，627％ 0，636％ 0，651％ 0，547％ 0，599％ 0，593％ 0，601％ 0，646％ 0．647彩 0，622％

東 2～5才 0．753彩 0，707％ 0，747％ 0，798％ 0，740％ 0，740％ 0，750％ 0，771％ 0，778％ 0，681％ 0，634％ 0，602％ 0．586劣 0，633％ 0，599％ 0，589％

6γ8才 0，528％ 0，497％ 0，482％ 0．‘69％ 0，450％ 0，422％ 0，466％ 0．467彩 0，448％ 0，445％ 0，407％ 0，425％ 0，400％ 0，449％ 0．393彩 0，408％

一兄 9～U才 0．403％ 0，401％ 0，371％ 0，358％ 0，343％ 0，317％ 0，344％ 0，343％ 0，376％ 0，375％ 0，362％ 0，375％ 0．349影 0，409％ 0，384％ 0，392％

重2～14才 0，668％ 0，679％ 0，663％ 0，611％ 0，594％ 0，560％ 0，533％ 0，627％ 0，653％ 0，693％ 0，767％ 0マ26％ 0，704％ 0，698％ 0．677彩 0，657％

15～重7才 0，281％ 0，276％ 0，286％ 0，288％ 0，283％ 0，307％ 0，281％ 0，296％ 0，280％ 0，277％ 0，273％ 0，250％ 0，283％ 0，309％ 0，337％ 0．332彩

児童受付比 総　　数 0，106％ 0，109％ 0．104疹 0，100％ 0，098％ 0．096彩 0，100％ 0，092％ 0，088％ 0，084％ 0，087％ 0，088％ 0，091％ 0．087彩 0，084％ 0，082％

一養護相談 0～1才 0，254％ ro．244彫 0，216％ 0，206％ 0．20甥 0，199％ 0，205％ 0，194％ 0．198劣 0，189％ 0．212彩 0．225彩 0，225％ 0，225％ 0．226鮮 0，216％

全 2～5才 0，171％ rO．170％ 0，160％ 0，157％ 0，153％ 0，147％ 0，153％ 0，140％ 0．127彩 0，123％ 0，126％ 0，128％ 0，135％ 0，134％ 0，128％ 』0．128％

6～8才 0．085疹 0，094％ 0，085％ 0．086彩 0．085彩 0，085％ 0．092％ 0，083％ 0．081彩 0，075％ 0，074％ 0．075彩 0，079％ 0ゆ75％ 0，069％ 0，068％

国 9～11才 0，061％ 0，062％ 0．063彪 0，060％ 0．062彩 0．065彫 0，068％ 0，063％ 0．064彩 0，062％ 0．065彩 0．065彩 0，064％ 0，061％ 0，058％ 0，057％

12～14才 0，046％ 0，049％ 0，051％ Q，049％ 0．047彩 0，049％ 0．052努 0．051彩 0，052％ 0，053％ 0．056彩 0，057％ 0，059％ 0，058％ 0，054％ 0，052％

15～17才 0，019％ 0，023％ 0，025％ 0，022％ 0，021％ 0，021％ 0，022％ 0，022％ 0，021％ 0，023％ 0，025％ α026彫 0，029％ 0，027％ 0，028％ 0，029％

児童受付比 総　　数 0，137％ 0，142％ 0，136％ 、0．134彫 』0．129％ 0，127％ 0．123男 0，111％ 0．120彩 0，111％ 0，126％ α12φ％ 0，124％ 0，133％ 0，120％ 0，119％

一養護相談 0ん1才 0，382％ 0，380％ 0．36筋 0，352％ 0，348％ 0，362％ 0，354％ 0，324％ 0，420％ 0，341％ 0，427％ 0，439％ 0，426％ 0，460％ 0，453％ 0，412％

東 2～5才 0，203％ 0，212％ 0，217％ 10，214％ 0．198彩 0，194％ 0，195％ 0，189％ 0，189％ 0，177％ 0，206％ 0．201彩 0，207％ 0．232男 0，198％ 0，202％

6～8才 0，086％ 0，094％ 0，081％ 0．092彩 0，098％ 0，095％ 0，101％ 0，092％ 0，088％ 0．094彩 0，098％ 0，091％ 0．090彩 0，108％ 0，089％ 0．090彩

一兄 9～11才 0，056％ 0．051彩 0，046％ 0，054％ 0ρ56％、 0，066％ 0，068％ 0，055％ 0，060％ 0，066％ 0，068％ 0，063％ 0，075％ 0，073％ 0，067％ 0，077％

12～14才 0，029％ 0，033％ 0，029％ 0．037％ 0，042％ 0，044％ ρ．040％ 0，033％ 0，048％ 0，052％ 0，060％ 0，058％ 0，058％ 0．065彩 0，051％ 0，057％

15～17才 0．006％ 0．007％ 0．012彫 0，009％ 0．005彩 O，014％ 0，010％ 0，009％ 0，015％ 0．018彩 0，024％ 0．014彩 0，024％ 0，024％ 0，022％ 0．021努
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　　　　　　　　（　）内は購成比
　　　　　　　　その他の相談を除く

相談受理件数の推移

相談機関が比較的豊富にそろ？ていること，児童相談所

に対する一種のスティグマが他の地域に比べやや強いた

めではないかと思われる。

　年齢別の動向にっいては，全国，東京とも12～14歳，

いわゆる思春期児童の占める割合が高く，東京の場合，

とりわけ顕著である。このことは，乳幼児及び低年齢

児童を扱う体制のみでなく，思春期児覚を扱う体制の確

立が要請されていることの証左である。

　最後に，東京都における養護相談の内容別状況につい

て見ておくと・図3から・養育困難による相談が全体の

90％以上をしめている。その内訳では，3人に1人は父

母の傷病であり，次いで次子出産（11，8％），父母の家出

（10．6％），家族環境（10．1％），父母の就労（7．8％），

離婚（6，8％）などの順になっている。そして傷病，家

出については・いずれも母親によるものがその大部分を

占めている。このことは，施設入所児童の父子家庭化と

連動するものである。同時に，次子出産，家出等によ

る相談が高率を示していることは，家庭の脆弱化，養護

問題の複雑化を意味するものであり，東京における特質

の一つとして指摘されよう。児童のみでなく，家族全体

に対するアプローチが求められていることを顕著に示し

ている。

　2）児童相談所と養護施設との連携

　前節で見たように，児童相談所においては，複雑な問

題を抱えた家族からの相談が顕著になってきている。こ

うした状況の中で，わが国で唯一の児童の公的な総合相

談窓口としての活動の強化が求められている。以下，そ

れに向けての課題について，施設との連携のあり方に焦

点を置きながら述べてみたい。

　養護施設入所児童の質的変化が叫ぱれてから久しいが，

第2章で述べたように，借置理由としては，離婚による

ものや父母の行方不明，精神障害（特に母親）による入

所が増加し，児童に与える影響の複雑。深刻化が憂慮さ

れている。また同時に，問題行動を有する児童も増加し，

非社会的な問題行動を持つ児童は，昭和52年から58年の

6年間に18，9彫から27．8彩に増加，反社会的な問題行動

を持つ児童も9％近く入所している（厚生省「養護児童

等実態調査の概要」昭和58年7月1日）。このことは，養

護処遇困難児謁査研究会の報告による，「全国の養護施設

には，おおよそ2割の処遇困難児が入所している」とい

う結果からも裏付けられる。しかも衷9によって処遇困

難児の年齢はと言えば，半数以上が思春期を中心とする

高年齢児童なのである。こうした処遇困難児童や家庭を

抱えながらも，各施設においては，試行錯誤を匝ねなが

らの実践が積み重ねられているのである。しかし現実に

は，一施設のみの努力だけでは十分に対応しきれない

実態が生じている。従って，児童相談所を中心として，

児童が遍学する学校はもちろんのこと，例えぱ教育相談

所や大学等の他の相談機関，病院・医院，福祉事務所，

民生・児童委員等との，日常的かっ継続的な不断の連携・
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図3　養護相談内容別受理状況

表9　養護施設児童の在学状況・適応状況別比率

在園児の在学など 困難継続 最近困難化 最近安定化 安定継続． 計1

1，園内保育児 4．8 3．4 6．8 6．0 5』6．

a　幼稚　園　児 ．3．9 2．2 2．8 4．0 3，4．

a小学1～3年生 18．3 12．5’
12，5 18．6 15．8

4，小学4～6年生 26．2 15．9 18．6 27．7 22．9
5　中　　学　　生 40．6 46．5 48．9 26．7 40．4　

¢　高　　校　　生． 3．4 18．1 、8．9 14．6 9，8

乳　職　　訓　　生 0．4
一 0．4　 』1．0 0，5　

＆そ　の　侮 2．1 1．1 α8 1．0 1．3

合　　　計 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0

協力が不可決なことを明示している。入所児童を核とし

て。フォ｝マル，あるいは状況に応じてボランティア，

親族などのインフォーマルな援助者をも含めてのネ．ッ

トワーク活動を連続的に進めていくことが重要である。

　第二に，養護施設は入所児童に対するサービスのみで

はなく，一方では地域の児童に関する相談センタr，育

児の援助・施設と地域との交流プログラムの提供などを

行うなかで，地域から必要な施設として，地域の養護問

題の発見と5児童相談所への橋渡し機能を具有すること

が求められるる地域との協働化を目標とし，予防的・発

見的機能を果たすことが肝要である。このためには、ブ

ランチを各地区に設置することも必要となろう。しかしな

がら， 個々の家族や地域の多様な二一ズに対レて， 児童

相談所や養護施設のみが，即応性・専門性をもって対応

することは実際的に不可能である。この意味におい て，

先に述べたネットワークをどのように活用していくがが
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課題となろう。さらに地域内に存在する各社会資源との

連絡調整と，各種ネットワーク間の整合性の確保が必須

の条件となるのである。日常的・継続的な連携が，ます

ます不可決なものとなりつっあるのであり，その中で養

護施設が，コーディネーターの役割を果たすことが求めら

れる。

　第三に，一般的に言って，児童相談所への来所は，問

題が椙当複雑。深刻化してからのことが多い。もし児童

相談所に来所する前に，その問題発生過程の早期に発見でき

ていれば，問題の深化を未然に防止できたと思われるゲー

スも少なくないようである。養護問題に予防的に対応で

きるようなサービス・メニューの開発・工夫と，これまで

以上に，地域の養護二一ズに注視していく専門家として

の姿勢が，強く問われているのである。

　第四に，緊急的な二一ズに対応する体制作りを早急に

しなければならない。．特に，大都市においては養護問

題が潜在化しやすいこと，また昨今の家庭における過度

の放任や虐待を受ける児童の増加傾向に鑑み，緊急時に

対処できるようなサービスの充実がすすめられなければ

ならないのである。その一例としては，養護施設に児童

の緊急一時保護機能を付加させることが考えられるが・

要は常に児童の人権の確保を念頭に置きながら・その時

　々の状況にマッチした柔軟な対応が，迅速にかつ積極的

　に図られることが肝要である。
　第五に，要養護二一ズの場合，その二一ズに対する継

続的な援助が必要とされ，援助が長期化する恐れを有し

　ている。こうした継続的な援助を必要とするケースに対

　して，どのような体制を整備するかが今後の課題となる

　が，この観点からも，児童相談所・養護施設・地域資源

　が個々の機能を十二分に発揮しつっ，相互の協力関係を

　どのように形成・維持していくか，そのネットワークシ

　ステムのあり方が重要なポイントになるのである。

　　要養護児童をめぐる現代的課題は多岐にわたっている。

　しかしいずれの場合においても，個々の児童の発達課題

　にそった，きめ細かな適切なサービスを，児童及び家族の

　ライフサイクルをおさえながら，体系的に，かっ計画的

　に一貫性をもたせて進めていくことが重要なのである。

　この点に，社会福祉従事者としての専門性が隠されてい

　ると思われる。研修体系の確立，スーパービジョンの

　整備などが必要とされるが，こうしたものを個々の

　機関内だけではなく，職種闇・業種問・立場間の垣根を

　取り払い，要養護家庭・児童の福祉の向上に向けてどの

　ように一体化していくか，これこそが求められる協働体

　制であり，児童の福祉ミニマム形成への第一歩なのであ

　る。

　囚養護二一ズの予測にむけて

　養護施設への入所児童は，全国では昭和59年，東京で

は昭和56年をピークに逓減傾向を呈している（表3）。こ

れについては，児壷人口の減少がその要因とされている。

確かに児童人口は絶対的にも，相対的にも減少している

のは事実である。総人口にしめる割合も，（表10）昭和49

年の全国28．7％，東京25．8％を境として，ゆるやかな低

下を描いている。しかしだからといって，要養護児童の

数が児童人口のみに連動するとは思われないのである。

言い換えるならば，養護問題が出生率の低下という数的

減少に伴って，即減少の途を辿るという捉え方が妥当か

否か。以下この問題について，養護問題の質的側面，量

的側面の両面から検討を試みるものである。

　1）養護問題の質的側面

　昭和48年後半に端を発した第一次オイルショックを契機

に，インフレと不況下のスタグフレーションにおける低

成長時代を迎えるとともに，「福祉優先政策」から「福祉

見直し政策」への転換がはかられる中で，今日に至った。

　こうした経済状況下において，都市の過密化，人ロ移

動の増加，生活環境の悪化，都市生活における連帯意識

の希薄化など児童を取り巻く社会状況も大きく変容した。

こうした社会・経済状況を背景とする中で，これまで述

べてきたように，養育能力を欠く親の出現，家族機能の

希薄化，母親の疾病，とりわけ精神的（精神病・ノイロー

ゼなど）なものによる入院，親子閲係に要因をみる児童

　の非行，情緒障害問題等の病理現象の多発化，加えて多問

題家族の様相が地域で暮らす家族・児童の中にますます

拡散化しっっある。

　他方，今日の養護系施設（本調査では乳児院・養護施

　設・養育家庭）においても，高度経済成長期以降変化が

　見られている。それは，本調査結果からも明らかとなった

　ように，

　　④家族が母子家庭型から父子家庭型が主流となってい

　ること。これはとりも直さず母親の家出による養育放棄

　の多発による。

　　◎単純な措置理由から，複雑・多問題の措置理由に変

　化したこと。親の死亡，入院，就労といった理由から，

　親の行方不明，離別，置き去り，未婚出産，虐待。放任

　など家族内で多様な間題を抱えるばかりでなく，それに

　起因する児童の非社会的問題行動を多発させていること。

　　◎単なる経済的貧困のみではなく，養育能力の貧困へ

　と重層化していること。

　　◎親族との交流状況からも明らかになった通り，親族

　をはじめ，地域や職場等から孤立的なケースが増えてい
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表10　年齢別人口比（乳児，一児童，一老年）

昭和45年 46年 47年 48年 49年 50年 51年 52年

乳児人口比 1．81％ 1．88％ 1．90％ L92疹 1．86疹 1．71％ 1．64％ 1．55％

全

児童人口比 28．92％ 28．82％ 28．74％ 28．70％ 28．71％ 28．61％ 28． 55％ 28．39％
国

老年人口比 7．07％ 7．16％ 7．34％ 7．51％ 7．96％ 7．92％ 亀f4％ 8．38％

乳児人口比 1．89％ 1．86％ 1．83％ 1．79％ 1，67％ 1．58％ 1L40％ 1．32％

東
｛凪 児童人口比 24．81％ 25．26％ 25．48％ 25．64％ 25．84％ 25．41彩 25． 81％ 25．70％
都

老年人口比 義工8％ 5．49％ 5．72％ 5．96％ 6．22％ 6．27％ 6．77％ 7．03％

乳児人口比 1．79彩 1．74％ 1．71％ 1．67％ 1．56％ 1．49％ 11．31彩 1．24％
23

児童人口比 23．69疹 24．10％ 24．26％ 24．36％ 24．49勿 23．99％ 24．38％ 24．24％・
区

老年人口比 5．35％ 5．76％ 6．00％ 6．32％ 6．59％ 6．63％ 7．24％ 7．54％

53年 54年 55年 56年 57年 58年 59年 60年 61年

全
乳児人口比 工，49％ 1．42％ 1．36彩 1．30％ 1．28％ 1．27疹 1．25％ 1・18％こ L14％
児童人口比 28．23％ 28．05％ 27．87％ 27．59％ 27．25％ 26．83％ 26．70％ 26．19疹 25．67％

国

老年人口比 8．61彩 8．88％ 9．10％ 9，3 4％ 9．56彩、 9．77％ 9．94％ 10．30％ 10』58％

東
乳児人口比 1．27％ 1．21％ 1．19％ 1．11％ 1・03％ LO7％ 1．07％ 1．05％ α197％

由泉 児童人口比 25．48彩 25．19％ 24．58彩 24．38％ 23，36％ 23．23％ 22．98％ 22．28％ 21．38％
都

老年人ロ比 7．31彩 7．63％ 7．70％ 8．17％ 8．40％ 8．60％ ＆32％ 8．93％ 9．38％

乳児人口比 1．20％ 1．14％ 1．13％ 1．06％ 1．03％ 1．02％ 1．02％ 1．01％ 0．98％
23

児童人ロ比 24．00彩 23．69％ 23．09％ 22．90％ 22．40％ 21．80％ 21．56％ 20．91％ 20．32％
区

老年人ロ比 7．85彩 8．20％ 8．22％ 亀78％ 9．01％ 9．22％ 9．46％ 9．49％ 10． 04％
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ることQ

　㊨母親の精神障害の急増。その多くは，産後の精神障

害である。

　㊦緊急保護を要するケースの増加。例えば，夫の暴力

からの避難やサラ金の取り立てなどからの保護など。

　㊦養育意志が希薄で生活能力に欠ける母親の増加。

　⑦児童の虐待・放任に顕著に見られる養育能力を持た

ない，あるいは養育を拒否する父母の増加。

　⑦上述したような状況下において，親子関係の不調や

不適切な養育のために，情緒不安定，登校拒否などの問

題を有する児童の入所が増加しているという今日的特徴

が見いだされたのであるQ

　このように，家族の不安定状況がますます強まるなか

で，家族は常に危機的な状況におかれているといっても

過言ではないだろう。父親，母親，児童いずれか一人の

問題が，二重，三1Eにもなって家族員の肩にのしかかっ

てくるのであるQましてや，家族機能が弱体化の様相を強

めている昨今，要養護問題は特定の，特殊な家族にだけ

起因するものではなく，何らかの問題を契機としてすべ

ての家族に起こり得るものなのであるQよって，それに

対応すべく，養護施設が児童を核とするプライマリー・

ケアの確立と慶ソーシャル・サポート・ネットワークの

形成にむけて，積極的な役割を担うことが強く求められ

ている。養護施設が児童・家族（入所者はもちろんのこ

と，近隣に居住する住民をも含む）の福祉を高め，健全

育成を推進していくためには，地域に対する日常的な働

きかけがより一層重要なものになると思われる。こうし

た日々の活動の積み重ねが施設に対する信頼を高め，二

一ズとして跳ね返えさせる（顕在化させる）のであるQ

その意味において，養護施設に期待される機能は大であ

るといえようQ入所児童とその家族のみならず，地域に

おける市民の福祉機関としてのサービス・プログラムの

開拓が，今後の課題である。

　2）養護問題の量的側面

　今後の養育二一ズの動向を，量的側面から概観すると，

まず第一に，出生率の低下である。出生率は昭和40年の

18、6から昭和62年の1L2まで，一貫した減少傾向を呈し

ている。このことが，必然的に児童人口の低下に結びつ

いていくことは確かであるQ

　第二は，ひとり親家庭の増加である。離婚は，昭和40

年以来一貫して増加し，昭年59年には1，50を示すにまで

至った。昭和60年（1．39）～昭和62年（L31）と近年や

や減少傾向にあるが，当面は，この水準を維持するもの

と，思われる。しかしここで問題となるのは，有子離婚である。

親の離婚を経験した子どもの数が増加しているといわれ

るが（例えば，「離婚統計一人口動態統計特殊報告一（昭

和59年）」），有子離婚は，父子・母子のひとり親家庭を増

加させるということに帰結する。父子家族・母子家族が

有する問題性については，圖において述べたよいに，

常に何らかの養護二一ズを有しているといっても，過

言ではなかろう。少なくとも養護二一ズとまではいか

なくとも，保育所保母・児童館児童厚生員調査iζおいて，

ベビーホテルの利用や，夜間・深夜保育に対する二一ズ

として顕在化しているのである。また表11に見られる通

り，東京においては，全世帯にしめる父子。母子世帯の

割合は増加していること，加えて児童のいる母子世帯の

割合も，やや増加傾向を呈していることから（児童のい

る父子世帯の割合も昭和45，50年に比べると増加してい

る），潜在化した二一ズは少なくないと思われる。

　第三は，就労婦人の増加である。特に母親である年齢

に該当する女性の就労が増えていることは，総務庁統計

局「労働力調査jからも明らかであり，このことは，母

表11父子・母子世帯割合

地区 昭和45年　i　50年　　　　55年　9：　60年

父子世帯割合
全国 0．93％i　O．82％i　O．83％i　O，94％

東京 α95％i　O．83％i　O．84％10．97彩

母子世帯割合
全国 5．47％i生97％i生90％i5．39彩
東京 包39％i義03％i　生99％i巳43％

児童のいる
子世帯割合

全国 41，84％i39，32％i3974％i3＆61％

東京 3a55％i3392％i35．43％i34，11％

児童のいる
子世帯割合

全国 4α28％i3＆17％i3＆62％i3920彩
東京 3L86％i3a38％i34，10％i3生25％
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子家庭のみならず，表1に示すように，乳幼児の保育需

要の増加傾向と連動していると考えられる。

　最後に，完全失業率の動向（表12）についてふれてお

く。諸外国に比べ日本は，失業率が低いといわれるが，

昭和60年の完全失業率（東京）は男3．68彩，女3，43彩で

ある。両者とも昭和45年の2倍以上の率をしめしており，

増加傾向にある。失業＝収入源の欠如を意味するわけで

あるから，完全失業者の増加は，養護問題との関連が深

いと思われる。

衷12完全失業率

地区 昭和45年150年　　55年　　60年

総数
全国 1・35％12．30％ia48％i3．37％

東京 1・47躯a49％i2，71％i3．59％

全国 L47％i260％i2．80％i3，76％
男

東京 1・45彩i2・59％ia82妬ia68％

全国 L16彩i1・78％i1、95％i275％
女

東京 1・51％ia30％ia51彩i包43％

　第四は，いわゆる痴呆性老人・寝たきり老人等に代表

される要介護老人の増加で，高齢社会の成熟に伴ないよ

り顕著な傾向を示すようになる。したがって家族機能の

脆弱化，親族からの孤立，福祉資源の不足等々から，要

介護老人の介護の増大が，要養護二一ズヘと転化する危

険性あるいは運動要因となる状況を含有しているとみ

て過言ではなかろう。

　以上，一般的な社会状況と養護二一ズとの関係にっい

て述べた。次に・すでに養護家族としてそ一ズが顕在化

・している施設入所児童∫D量的動向にっいて夢ておきたい。

　裏13は，乳児院＋養護施設の入所児童数を年齢階級別

に児童人口で除したものである。この表から，乳児院と

養護施設に在籍する児童の児童人口に対する割合は，全

国0，11％，東京0114％と，やや東京の方が入所率が高い

ようである。年齢階級別の特徴を指摘すると，東京の場・

合，乳幼児の入所率が著しく，特に0歳，1歳では全国

の2倍以上の入所率である。東京における乳幼児の養護「

二一ズの高さを実証するものである。また，全国との比

較において，16伊工7歳の高校生に該当する年齢暦で，や”

や高い数値を示している。これらは東京都における，高

校等への進学保障の証左ではないかと思われる。なお昭

和53年からの9年問においては，特徴的な経年変化は見

いだせない。

　入所児童の実態との関連で，表14は，養護相談率（児

　童相談所における養護相談受理件数を児童人口で除した

　もの）を算出したものである。施設入所児童と同じく，

　乳幼児の養護相談率が目だっているム しかし，高年齢児

　童をもつ親からの相談が，必ずしも多いとはいえない。

　また児童の年齢が低いほど，全国との差が大きくなって

　おり，東京における養護相談の需要の高さが伺えるので

　ある。すなわち，図3との関連で考察するならば，東京

　．においては・棄児・置き去り児， 次児出産等，児童が乳

　幼児時代に措置要因となる項目についての相談が， 他県

　との比較において多少高い値が出ている。東京における養

　護二一 ズの特質の一つである。

　　3）養護二一ズの予測にむけての課題

　 第1節・第2節では，養護二一ズの質的・量的動向を

　明らかにすることを目的とした。そこから結論として導

　き出せるごとは，現代社会には無数の不安定要因が潜ん

　でいることジそうした中で，養護‘一ズの多くが， 潜在

　化していること（但し，何らかの作用が鋤いた時，容易

　に顕在化する恐れを有していること），これらのことを総

合すると，養護ご一ズはただ単に児童人ロの減少と連動す

　るものではないこと，発見体制のあり方如何によって，かな

　りの数が表面化することが予想されること，などが結論

　づけられる。

　　本節では，こうしたことを踏まえながら，養護二一ズ

　予測にむけての関連事項について検討する。

　　まず，養護二一ズ発見に際しての児童相談所の役割で

　ある。現行では，養護二一ズをもった者が児童相談所を

　訪れることにようてはじめて，二一ズの顕在化がはから

　れるのである。 これが，いわゆる申請主義的な運用なの

である。 しかるに，今日の要養護二一ズの複雑・多様化

．に対しては，必ずしも現行の体制が児童の福祉にとづて

望ましいとは1、えない状況にあることから，児童相談所

においても，潜在的な養護二一ズの発見に向けての活動

がこれまで以上に求められる。

　また，1そうした予防的アプローチに際しては，その中

心的機能を担う施設の適正配置がそのキーポイントとな

』る。しかし現実的には，物理的な適正配置を求めること

は不可能である。従って今後は，機能面の適正配置が求

められるのである。そのためには，各施設間の協働体制

（連絡・調整のみではない）の確立が必要である。

　地域の福祉二一ズは，ますます高度化の様相を示して

いる。個々の実情に合致したサービスが，柔軟に用意さ

れなくてはならない。地域の福祉資源の効果的活用が重

要となる。またこの点と関連して，予防的なかつ困難性

の薄いケースについては，児童相談所という公的機関の

窓口を通さなくとも施設によるサービスを利用できるよ
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表15　孔児瞬申硬磯肥収八肌κ里甲

年　　齢 昭和53年 昭和54年 昭和55年 昭和56年 昭和57年 昭和58年 昭和59年 昭和60年 昭和61年

全　　国

総　　数

　才
　才
　才
　　才
　　才
　　才
　　才

　　才

　　才
　　才

0　才
1　才
2　才
3　才
4　才
5　才
6　才
7　才
8才以上

0．11％

．07％
．08彩
．08％

．08彩
．09％
．10％

．11彩
．12％
．13％
．互3％

．13彫
．14％
．17％
．14％
．15％
．10％
．04彩

．03％
．02％

0．10％

．06％
．08％
．08％
．08％
．09％
．10％
．10％
．11％
．12％
．13彩
．13％
．14％
．16疹
．16％
．14％
．09彩
．05％
．03％
．01％

0．10％

．07％
．07％
．08彩
．08％
．08％
．10％
．10％
．11％
．12％
．夏3％

．14％
．13％
．14％
．14％
．18％
．10％
．04％
．03％

．02彩

0．10％

．07彩
，08彩
．08％
．07％
．09％
．09％
．10％
．11％
．11％
．12％
．13彩
．14％
．14％
，15彩
．15％　

0．12％

．04％
．03％
．02％

0．11％

．07％
．09％
．08％
．08％
．08％

．10％
．10％
．11％

．11％
．12％
．13％

．14％
．15％
．15％

．16％
．11％
．05％
．03％
．02％

0．11％

．07％
．09％
．08％
．08％
．09彩
．10彩
．10％
．11％
．12％
．12彩
．12％
．14％
．15％
．15％
．16％
．10％
．05％
．04％
．02％

0．11％

．08％
，09彩
．09％
．09％
．10％
．10％
．10％
．10％
．11％
．12％

．12％
．13％
．1塵％

．15％
．16％
．11％

．05％
．04％
．02％

0．11％

，07彩
．09彩
．08％
．09％
．09％
．10％
．10％
．11彩
．11妬
．12％
．12％
．13％
．14％
．15彩
．16％
．11％
．05％
．04％
．02％

0．11％

．07彩
．09％
．09％
．08％
．10％
．10％
．10％
．10％
．11％
．12％
．12％
．13％

．14％
．14％
．15％
．12疹
．06％
．04％
．02％

東　　京

総　　数

　　才

　才
　才
　　才
　　才
　　才
　　才
　　才
　　才
　　才

0　才
1　才
2　才
3　才
4　才
5　才
6　才
7　才
8才以才

0．13％

．13％
．14％
．13％
．10％

．10％
．11％
．12％

．15％
．15彩

．15彩
．15％
．15彩
．18％
．15％
．16％
．12彩
．06％
．05％

．02％

0．13％

．13％
．15％
．14％
．11疹
．12％
，11彩
．11％
．13％
．16％
．16％
．15％
．18％
．25％
．15％
．12％
．09％
．05％
．03％
．02％

0．13％

．13％

．14％
．10彩
．10彩
．11％
．13％
．13％
．12％
．14％
．16％
．17疹
．15％
．16％
．16％
．17彩
．11％
．07％
．06彩
．02彩

0．14％

．14％
．16％
．14％
．09％
．10％
．13％
．15％
．15％
．14％
．14％
．16％
．16％
．15％
．17％
．15彩
．14％
．06彩
．06彩
．04彩

0．14彩

．15％
．17％

．14彩
．10％
．10％
．12％

．14％
．17％
．15％
．14％
．15％
．16％
．17％
．15％

．17％
．12％
．09％

．05％
．02％

0．14％

．14％
．17％
．16％
．11％
．11％
．10％
．13％
．15％
．16％
．16％
．16％

．15％
．17％
．17％
．17％
．12％

．07％
．08％
．02％

0．14％

．13％
．17％

．15彩
．12％
．11％
．13％
．12％
．14％
．15％
．17％
．17％
．16％
．16％
．17％
．17％
．14％
．07％
．05％

．03％

0．14％

．14％
．16％

．16％
．11％
．12％
．13％
．14％
．13％　　　　』

．14％
．14％
．16％
．16％
．17％
．17％
．18％
．14％
．09％
．06％
．02％

0．14％

．15％
．18％
．14％
．11疹
．12彩
．14％
．12彩
．12％
．14％
．16％
．16％
．17％
．17％
．17％
．17％
．14％
．11％
．07％
，03彩

表13　乳児院＋養護施設入所児童率
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表14養護相談率

年　　齢 昭和53年 昭和54年 昭和55年 昭和56年 昭和57年 昭和58年 昭和59年 昭和60年 昭和61年

全　　国

総　　数

　　才

　才
　　才
　　才

　才
　才
　　才

　　才

　才
　　才

0　才
1　才
2　才
3　才
4　才
5　才
6　才
7　才
8才以上

0．09％

．23％

．16彩
．19％
．15％
．12％
．1工％

．09％
．08％
．08彩
．07％
．06％
．06％
．07彩
．05％
．04％
．04％
．01彩
．01％
．02％

0．09％

．24％
．16％
．17％
．13％

．U％
．10％
．09％
．08彩
．07％
．07％
．06％
．06彩
．05％
．06％
．04％
．04％
．01％
．0工％

．02％

0．08％

．22彩
．16％
．17％
．12％
．10％
．10％
．08％
．07疹
．07％
．07％
．06％
．06％
．06％
．05％
．06％
．04％
．01％
．02彩
．01％

0．09％

．25彩
．18％
．18％
．13％
．11彩
．09％
．08％
．07％
．07％
．07％
．06％
．06％
．06％
．06彩
．05％
．05％
．01％
．02％

．02％

0．09％

．26％
．19％
．18％
．13％

．11彩
，09彩　

0．09％

．07％
．07彩

．06％
．07％
．06％

．06％
．06妬
．05％
．04％
、02彩

．01％
．02彩

0．09％

0．25％

．20％
．20％
．14％
．11％
．10％
．09彩
．08％
．07％
．07％
．06％
．06％
．06％
．06％
．05％
．05％
．02疹
．02彩
．02％

0．09％

．26％
．19％
．20％
．14％
．11％
．09％
．09％
．07％
．07％
．06％
．06彩
．06％
．06％
．06％
．06％
．04彩
．02％
．02％

0．02彩

0．08％

26％
．19％
．19％
．14％
．10％
．09％
．08％

07彩
．06％
．06％
．05％
．06彩
．05％
．05彩　　　

0．05％

．05％
．02％
．02％
．02％

0．08％

．25彩
．19％
．19％
．13％

．10彫
．09％、

．0・8％

．07％
．06彩
．06％
．06％
．05％
．05彩
，05彩
．05％
．05％
，02彩
．02％
．02％

東　　京

総　　数

　才
　才
　才
　才
　　才

　　才
　　才

　才
　　才

　　才

0　才
1　才
2　才
3　才
4　才
5　才
6　才
7　才
8才以上

0．11疹

．40％
．25％
．24％
．23彩
．17％
．13％
．工2彩

．07彩
．09％
．06％
．06％
．04％
．05％
．03％
，03彩
．02％
．01％
．00％
．00彩

0．12％

．55彩
．30％』

．25％
．20％
．17％
．14％
．10％
．09彩
．07％
．07％
．07彩
．05％
．05疹
．06％
．04％
．02彩
．02％
．01％
．00％

0．11彩

．41彩
．28％
．22％
．20％
．15彩
．15％
．12％
．09彩
．08彩
．08％
．06彩
．06彩
．05％
．05％
．06％

．03％
．02％
．01％
．00％

0．13彩

．52％
．34％
．28％
．22％
．18％
．15％
．12％
．10％
．08％
．07彩
．06％
．07％　

0．07％

．06％
0．0・5％

．04％
．02％
．02％

00％

0．12％

．51％
．37％
．29％
．22％
．16％

．14％
．1工彩

．09彩
．08％
．06％

．06％
．07％
．07％
．55％

0．05％

．02彩
．02彩
．01％

00％

0．12彩

．49％
．37％
．26彩
．24％
．19彩
．15％
．10％
．09％
．08彩
．07％
．08％
．08％
．06％
．07％
．05彩
．04％
．02％
．02％

00％

0．13％

．57％
．35％
．29彩
．26％　’

．21％
．17％
．12％
．1工％

．09％
．08彩
．07％

0．07％

．06％
．07％
．06％
．04彩
．02％
．01％

00％

0．12％

．54％
．36％

．26郷
．23％
．17％
．13％
．11％

．08％
．0 8％

0．σ7彩

．07％
．06％
0、5％　

0．05％

0．05郷

．04％
．01％
．0』2％

00％

　0．12％
0．47％

0．35％

0．27％

0．22％
0．17％

0．14％

0．工0％　．

0．08％

0，09％

0．07％

0．09％

、0．07彩
砿07粥
0，06％

0．05彩　．

α0 き％

0．02％

0．0’1％

000％

闘
繭
啓

湘
麟
猷
首
譜
羅o
麟
譲
伴
噂
塑
符

陽
叫
崩
卑
醤
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うな制度運用の柔軟性，措置施設としての機能と，地域

の福祉資源としての機能の両者を兼ね備えた施設の機能

が求め られる。

　最後に，養護二一ズ予測の困難性についてふれておき

たい。今日の複難・多様化した養護二一ズに応えるため

には，適切な二一ズ量の把握に基づく社会福祉供給体制

の確立が必要である。これは，異種間の社会福祉サービ

スの継続性確保という見地からも首肯され得るものであ

る。だが養護二一ズについては，①その意味するところ

が必ずしも明確ではないこと，②養護二一ズを数量化す

る上での代替的な指標作成が容易ではないこと等の理由

から，その予測に向けての標準化には相当の困難が推測

される。しかし，①児童の福祉実現の有効かつ効率的な

施策推進のための，合理的・科学的裏付けとすること，

②将来顕在化することが予想される諸問題を事前に把握

し，問題が表面化する以前に，その対処方法を検討する

に際しての基礎的データとなり得ること，などの大きな

有効性をもつものであることから・その研究開発が今後

の課題なのである。
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